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国の公共調達については、過去に様々な問題が指摘されていることから、各府省においては、

競争性のない随意契約から競争性のある一般競争契約等への移行、競争を事実上制限するような

応札条件等の見直しを推進するとともに、「随意契約の適正化の一層の推進について」（平成 19

年 11 月２日公共調達の適正化に関する関係省庁連絡会議申合せ）を契機に、外部有識者からな

る第三者機関を設置し、全ての契約について第三者による監視を行う体制を整備するなど、契約

の適正化のための様々な取組を実施している。 

また、内閣に設置された行政改革推進本部において決定された「調達改善の取組の推進につい

て」（平成 25年４月５日行政改革推進本部決定）においては、ⅰ）各府省は、原則として毎年度

開始までに、当該年度の調達改善計画を策定・公表すること、ⅱ）各府省は、上半期終了後及び

年度終了後、速やかに調達改善計画の実施状況について自己評価を実施・公表すること、ⅲ）行

政改革推進会議（行政改革推進本部の下に設置）は、各府省の自己評価結果を点検し、必要に応

じ指摘・助言を行うとともに、各府省が有する調達改善のノウハウ等の共有化・標準化を図るこ

と等とされ、政府全体として調達改善を推進することとされたところである。 

一方、上記申合せにおいては、第三者機関は１者応札の案件については監視の重点事項とする

こととされたが、２者以上の応札があった案件については、そうされておらず、競争性の高い契

約方式により実施されているものの実質的な競争性が確保されていないものや、より効率的な契

約実施方法への見直しの余地があるものなどがあることが想定される。 

こうしたことから、今後、各府省においては、契約の実施状況等について分析・検証・評価を

行い、それらの結果を踏まえた不断の見直しを行うことが重要となっている。 

この調査は、以上のような状況を踏まえ、国が締結する契約における実質的な競争性の確保、

共同調達等の推進等を図る観点から、役務契約を中心として、各府省の契約における競争性の確

保のための取組状況、共同調達等の実施状況、第三者機関による契約の監視の実施状況等を調査

し、関係行政の改善に資するため実施したものである。 
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